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１ 令和６年度基準改正事項（訪問介護）  

訪問介護に係る主な基準の改正事項を掲載します。各サービスに共通する改正事項につい

ては別添の「共通説明資料」をご確認ください。 

(1) 訪問介護における特定事業所加算の見直し  
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補足 

・ 新設された特定事業所加算（Ⅰ）・（Ⅲ）の重度要介護等対応要件である看取り期の利用

者への対応実績について、前１２月間における実績と算定期間の具体的な関係は以下のとお

り。【介護報酬改定に関する Q&A（Vol.1）問 1参考】 

 
・ 新設された特定事業所加算（Ⅰ）・（Ⅲ）の重度要介護等対応要件である看取り期の利用

者への対応体制について、「２４時間連絡ができる体制」とは、事業所内で訪問介護員等が勤

務することを要するものではなく、夜間においても訪問介護事業所から連携先の訪問看護ステ

ーション等に連絡でき、必要な場合には事業所からの緊急の呼び出しに応じて出勤する体制を

いうものである。具体的には、 

 イ 管理者を中心として、連携先の訪問看護ステーション等と夜間における連絡・対応体制

に関する取り決め（緊急時の注意事項や利用者の病状等についての情報共有の方法等を含

む）がなされていること。 

 ロ 管理者を中心として、訪問介護員等による利用者の観察項目の標準化（どのようなこと

が観察されれば連携先の訪問看護ステーション等に連絡するか）がなされていること。 

 ハ 事業所内研修等を通じ、訪問介護員等に対して、イ及びロの内容が周知されているこ

と。 

といった体制を整備することを想定している。 

【介護報酬改定に関する Q&A（Vol.1）問 2参考】 
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(2) 訪問系サービスにおける認知症専門ケア加算の見直し  

 
 

  補足 

認知症高齢者の日常生活自立度の決定に当たっては、医師の判定結果又は主治医意見書を用

いて、居宅サービス計画又は各サービスの計画に記載することとする。なお、複数の判定結果

がある場合には、最も新しい判定を用いる。 

医師の判定が無い場合は、「要介護認定等の実施について」に基づき、認定調査員が記入し

た同通知中「２(4)認定調査員」に規定する「認定調査票」の「認定調査票（基本調査）」７の

「認知症高齢者の日常生活自立度」欄の記載を用いるものとする。 

これらについて、介護支援専門員はサービス担当者会議などを通じて、認知症高齢者の日常

生活自立度も含めて情報を共有することとなる。 

【介護報酬改定に関する Q&A（Vol.1）問 18参考】 
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(3) 訪問介護における同一建物等居住者にサービス提供する場合の報酬の見直し  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

補足 

・ 同一建物減算についての新しい基準は、令和６年１１月１日から適用となるが、現在 90％

を超えている事業所が、減算適用されることになるか否かは令和６年度前期（令和６年４月

から９月末まで）の実績で判断する。この場合、令和６年１０月１５日までに体制等状況一

覧表を用いて適用の有無の届出が必要となる。 

・ 令和６年度前期（令和６年４月から９月末まで）に 90%を超えた事業所については、減算

適用期間は令和６年１１月１日から令和７年３月３１日までとなる。令和６年度後期（１０

月から令和７年２月末）に 90%を超えた事業所については、減算適用期間は令和７年度の４

月１日から９月３０日までとなる。なお、令和７年度以降は判定期間が前期（３月１日から

８月３１日）の場合は、減算適用期間を１０月１日から３月３１日までとし、判定期間が後

期（９月１日から２月末日）の場合は、減算適用期間を４月１日から９月３０日までとする。

【介護報酬改定に関する Q&A（Vol.1）問 9 参考】 
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(4) 訪問系サービス及び短期入所系サービスにおける口腔管理に係る連携の強化  

 
  補足口腔連携強化加算について 

 ① 口腔連携強化加算の算定に係る口腔の健康状態の評価は、利用者に対する適切な口腔管
理につなげる観点から、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一環として行われるこ
とに留意すること。 

 ② 口腔の健康状態の評価の実施に当たっては、必要に応じて、厚生労働大臣が定める基準
における歯科医療機関（以下「連携歯科医療機関」という。）の歯科医師又は歯科医師の
指示を受けた歯科衛生士に口腔の健康状態の評価の方法や在宅歯科医療の提供等につい
て相談すること。なお、連携歯科医療機関は複数でも差し支えない。 

 ③ 口腔の健康状態の評価をそれぞれの利用者について行い、評価した情報を歯科医療機関
及び当該利用者を担当する介護支援専門員に対し、「口腔連携強化加算に係る口腔の健康
状態の評価及び情報提供書」等により提供すること。 

 ④ 歯科医療機関への情報提供に当たっては、利用者又は家族等の意向及び当該利用者を担
当する介護支援専門員の意見等を踏まえ、連携歯科医療機関・かかりつけ歯科医等のいず
れか又は両方に情報提供を行うこと。 

 ⑤ 口腔の健康状態の評価は、それぞれ次に掲げる確認を行うこと。ただし、ト及びチにつ
いては、利用者の状態に応じて確認可能な場合に限って評価を行うこと。 

  イ.開口の状態 ロ.歯の汚れの有無 ハ.舌の汚れの有無 ニ.歯肉の腫れ、出血の有無 
ホ.左右両方の奥歯のかみ合わせの状態 ヘ.むせの有無 ト.ぶくぶくうがいの状態 
チ.食物のため込み、残留の有無 

 ⑥ 口腔の健康状態の評価を行うに当たっては、別途通知（「リハビリテーション・個別機
能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について」）及び「入院（所）中及び在宅等に
おける療養中の患者に対する口腔の健康状態の確認に関する基本的な考え方」（令和６年
3 月日本歯科医学会）等を参考にすること。 

 ⑦ 口腔の健康状態によっては、主治医の対応を要する場合もあることから、必要に応じて
介護支援専門員を通じて主治医にも情報提供等の適切な措置を講ずること。 

 ⑧ 口腔連携強化加算の算定を行う事業所については、サービス担当者会議等を活用し決定
することとし、原則として、当該事業所が当該加算に基づく口腔の健康状態の評価を継続
的に実施すること。【留意事項通知抜粋】 
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２ 運営指導における指摘事例  

本市で実施した運営指導の際に、改善指導事項として指摘した事例を掲載します。事業

所において、類似の事例がないかご確認いただくとともに、介護保険制度の理解やサービ

スの質の向上のためにご活用ください。 
 

 

事例 運営指導において確認された具体的な不適切な事例 

指摘 運営指導の結果として指摘した事項 

○指摘事項の補足等 
 

 

(1) 訪問介護員等の員数  

事例 訪問介護員を常勤換算で 2.5 以上配置していない月があった。 

指摘 訪問介護員の員数について、常勤換算方法で 2.5 以上配置してください。  

 

事例 非常勤のサービス提供責任者について、勤務時間数が不足していた。 

指摘 
非常勤のサービス提供責任者については、当該事業所における勤務時間が、常勤の訪

問介護員が勤務すべき時間数の２分の１以上に達している者としてください。 

 

事例 サービス提供責任者について、利用者の数に応じた員数を配置していなかった。 

指摘 

利用者の数に応じたサービス提供責任者の員数が不足していることが確認されまし

たので、常勤の訪問介護員等のうち、利用者の数が４０又はその端数を増すごとに１

人以上の者をサービス提供責任者としてください。なお、利用者の数が４０人を超え

る事業所については、常勤換算方法によることができます。 

 

(2) 心身の状況の把握  

事例 
サービス担当者会議の記録を作成しておらず、介護支援専門員から「サービス担当者

会議の要点」が交付された場合のみ保管している。 

指摘 
サービス担当者会議に出席した場合は、出席者名、開催日時、開催場所及び検討内容

がわかるよう記録してください。 

○介護支援専門員には、「サービス担当者会議の要点」を各サービス担当者へ交付する義務は

ありません。「サービス担当者会議の要点」の交付を受けない場合は、事業所として記録を作

成する必要があります。 

 

(3) サービス提供の記録  

事例 
サービス提供記録が実際に要した時間ではなく、計画に位置付けられた時間により記

録されている。 

指摘 

指定訪問介護のサービス提供に係る開始及び終了時間については、居宅サービス計画

又は訪問介護計画に位置付けられた時間ではなく、実際に要した時間を記録してくだ

さい。 

 

 

 

【指摘事例の見方】 
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(4) 利用料等の受領  

事例 医療系サービスと併用しているが、医療費控除対象額が領収証に記載されていない。 

指摘 
指定訪問介護（生活援助中心型に係る訪問介護を除く。）の利用に係る利用者負担額

が医療費控除の対象となる場合は、医療費控除対象額を領収証に明記してください。 

 

(5) 秘密保持等  

事例 
利用者家族の個人情報を用いることの同意について、当該家族の同意を文書により

得ていなかった。 

指摘 
指定訪問介護事業者は、サービス担当者会議等において、利用者の家族の個人情報を

用いる場合は当該家族の同意をあらかじめ文書により明確に得てください。 

 

(6) 地域との連携等 

事例 併設有料老人ホーム入居者のみにサービス提供を行っている。 

指摘 

指定訪問介護事業所と同一の建物に居住する利用者に対してサービス提供を行う場

合には、当該建物に居住する利用者以外に対してもサービス提供を行うよう努めてく

ださい。  

 

(7) 介護報酬  

介護報酬の請求にあたっては、報酬告示、留意事項通知、関係する Q&A 等をご確認のう

え、算定要件を満たしていることをご確認ください。 

誤って介護報酬や加算を請求していたことが判明した場合は、過誤調整等により保険

者・利用者に対し、誤請求額について返還することが必要となります。 

なお、運営指導によって誤請求が確認された場合は、自主点検を行うことや自主点検結

果及び保険者・利用者への返還状況について市への報告を求めています。 
 

初回加算 

事例 
初回の訪問介護を行った日の属する月にサービス提供責任者が訪問していないにも

関わらず初回加算を算定していた。 

指摘 

初回加算の算定に当たり、初回の指定訪問介護を行った日の属する月に、サービス

提供責任者が指定訪問介護を実施していない、かつ、その他の訪問介護員等が行っ

た指定訪問介護に同行していない事例が確認されました。 

誤って請求した加算について、自主的に点検を行った上、保険者及び利用者に返還

し、返還後は挙証書類を添えて報告してください。 

 

特定事業所加算 

事例 

訪問介護員ごとに個別具体的な研修の目標を定めていない。サービス提供責任者から

担当訪問介護員へのサービス提供開始前の指示について文書等の確実な方法により

伝達されていない。 

指摘 

特定事業所加算(Ⅱ)の算定に当たり、以下の事項について、適切に実施するととも

に実施した記録について明確となるよう改善してください。 

(1) 全ての訪問介護員等に対する個別具体的な研修の実施については、その目標に

ついて明確に定めること。 
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(2) サービス提供責任者から担当訪問介護員へのサービス提供開始前の指示につい

ては、指定訪問介護の提供ごとに、利用者に関する情報やサービス提供に当たって

の留意事項を文書等の確実な方法により伝達すること。 

(3）根拠法令等に示す基準等に沿って適切に体制要件及び人材要件を満たすととも

に、要件を満たしていることを明らかにすること。 

 


